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１．事故全体の状況（2019年）
（１）LPガス年別事故件数・被害者数の推移

（注）数値は、調査の進展により変わる可能性がある。負傷者にはＣＯ中毒事故の症者を含む。

事故件数について
 1979年の793件をピークに、マイコンメーター、ヒューズガス栓、ガス漏れ警報器の普及により、1997年には
68件まで大幅に減少。

 1998年から2005年までは、75～120件／年で推移し、2006年以降は、事故届の徹底指導等により、
2006年以降は、139～260件／年で推移。

2019年について
 事故件数は、198件で、前年の211件から13件減少となり、死亡事故は発生しなかった。
 負傷者数は31人で前年の46人から15人減少し、液石法が公布された1967年以降最も少ない数となった。

1979年
LPガス需要 5,571千トン
事故件数 793件
負傷者数 825人
死亡者数 63人

2019年
LPガス需要 -
事故件数 198件
負傷者数 31人
死亡者数 0人
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（２）LPガス年別事故件数・被害者数

（注）数値は、調査の進展により変わる可能性がある。負傷者にはＣＯ中毒事故の症者を含む。
3

年 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987

ＬＰガス需要
(千トン） 2,129 2,464 3,042 3,294 3,621 4,208 4,616 4,775 4,990 5,265 5,274 5,357 5,571 5,599 5,689 5,665 5,743 5,688 5,751 5,912 5,849

事故件数
167 112 170 217 217 299 368 540 497 581 638 570 793 761 714 570 559 545 496 515 401

対前年比(％)
ー ▲33 52 28 0 38 23 47 ▲8 17 10 ▲11 28 ▲4 ▲6 ▲20 ▲2 ▲3 ▲9 4 ▲22

死亡者数
33 38 69 44 33 52 59 74 40 65 56 72 63 60 50 43 51 36 35 42 29

負傷者数
271 146 236 283 301 398 389 679 543 523 684 640 825 758 723 650 645 529 550 477 381

年 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

ＬＰガス需要
(千トン）

6,070 6,204 6,207 6,542 6,750 7,027 6,807 7,146 7,279 7,343 7,366 7,657 7,710 7,603 7,897 7,802 7,827 7,942 7,969 7,933 7,404

事故件数
390 306 262 194 146 112 82 88 101 68 75 79 78 87 90 120 105 105 219 239 234

対前年比(％)
▲3 ▲22 ▲14 ▲26 ▲25 ▲23 ▲27 7 15 ▲33 10 5 ▲2 12 3 33 ▲13 0 109 9 ▲2

死亡者数
37 36 27 13 31 7 3 12 14 6 9 5 8 2 4 7 2 1 0 4 4

負傷者数
336 327 233 171 162 135 83 80 109 64 82 66 73 69 64 86 88 58 78 98 79

年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

ＬＰガス需要
(千トン）

7,153 7,312 7,134 6,811 6,631 6,535 6,297 6,275 6,384 6,101 -

事故件数
185 204 227 260 210 187 182 140 195 211 198

対前年比(％)
▲21 10 11 15 ▲19 ▲11 ▲ 3 ▲23 39 8 ▲6

死亡者数
4 5 1 1 3 1 2 0 0 1 ０

負傷者数
148 83 88 85 52 76 60 52 50 46 31



（３）重大な事故（Ｂ級事故）の発生状況

Ｂ級事故について
 2019年はＢ級事故に該当する事故は１件であった。

○2019年５月６日 静岡県 漏えい爆発・火災（死亡者数０人、負傷者数８人）
一般住宅のプレハブ小屋において、煮炊き用に設置した鋳物コンロ及び10kg容器付近で漏えい爆発火災が生じ、消費
者1名及び当該物件付近でバーベキューをしていた７名計８名が負傷（重傷１名、軽傷７名）を負った。
原因は、消費者が鋳物コンロを点火する際、単段式調整器に接続されている２口ボールバルブのうち、燃焼器と接続され
ていない側のバルブを開放したまま鋳物コンロとの接続側のバルブを開き点火したことにより、引火し爆発したと思われる。
なお、販売事業者は屋内で使用することを想定しておらずカップリングなしの10kg容器を販売していた。また、販売事業者
は調整器出口にヒューズガス栓をつけていたが消費者が２口ボールバルブに変更していた。

※事故分類について（2018年４月以降）
 Ａ級事故：死者５名以上、死者及び重傷者が合計10名以上、死者及び負傷者（軽傷者を含む）が合計30名以

上、甚大な物的被害（被害総額５億円以上）､社会的影響が著しく大きいもののいずれかに該当する事故。
 Ｂ級事故：死者１名以上４名以下、重傷者が合計２名以上９名以下、負傷者が６名以上29名以下、甚大な物

的被害（被害総額１億円以上５億円未満）､社会的影響が大きいもののいずれかに該当する事故。
 Ｃ１級事故：負傷者１名以上５名以下かつ重傷者１名以下のもの、爆発・火災等により建物又は構造物の損傷等

の物的被害が生じたもののいずれかに該当する事故はＣ１級事故に分類される。
 Ｃ２級事故：Ａ級事故、Ｂ級事故及びＣ１級事故以外の事故。

（注）数値は、調査の進展により変わる可能性がある。負傷者にはＣＯ中毒事故の症者を含む。
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現象別の事故発生状況
 漏えい：146件（事故総数の73.7％）
 漏えい火災・漏えい爆発：52件（事故総数の26.3％）
 ＣＯ中毒・酸欠：0件（事故総数の0.0％）

現象別の被害状況
 漏えいに係る負傷者数：０人
 漏えい火災・漏えい爆発に係る負傷者数：31人

発生件数を分母として１件の事故あたりの死傷者数
 漏えい：０人／件
 漏えい火災・漏えい爆発：0.60人／件

（４）現象別事故の発生状況

（注）数値は、調査の進展により変わる可能性がある。負傷者にはＣＯ中毒事故の症者を含む。
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原因者等別の発生状況
 一般消費者等に起因するもの ：57件（全体の28.8％）
 LPガス販売事業者等に起因するもの ：42件（同21.2％）
 その他の事業者に起因するもの ：66件（同33.3％） 等となっている。

 一般消費者等に起因する事故の原因としては、末端ガス栓や器具栓の誤開放（16件）が最も多く、これに、

風呂釜やこんろの点火ミス・立ち消え（15件）、換気不足や燃焼器の取扱いミスなどの消費機器の不適切な

使用（３件）が続く。

 LPガス販売事業者等に起因する事故の原因としては、供給設備の腐食等劣化（18件）、設備工事や修理

工事時の工事ミス・作業ミス（13件）、が挙げられ、その他、容器交換時の接続ミス等（２件）がある。

 その他の事業者に起因する事故のうち、他工事業者に起因するものが58件と多く、その他の事業者に起因する

事故の約９割を占めている。

 雪害等自然災害による事故が9件（うち雪害6件）と近年３ヵ年の平均（18.0件）を大きく下回った。

（５）原因者等別事故の発生状況①
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（注）数値は、調査の進展により変わる可能性がある。

（５）原因者等別事故の発生状況②
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発生場所（住宅か業務用施設等か）について
 全体の件数では住宅がおよそ61.1％を、業務用施設等が38.9％である。

発生箇所について
 供給設備が89件、消費設備が108件となっている。

質量販売に係る事故について
 事故件数は６件で、2018年の４件から増加。負傷者数は11人と2018年の4人から増加。
 2019年に発生した６件のうち２件の事故で11人負傷者が発生しており、１件あたりに発生する死傷者数は、体積販

売は0.1人／件、質量販売は1.8人／件であり、質量販売は、大きな被害を及ぼしやすい。
 事故原因にみると、弁・栓の不完全閉止が１件、誤操作が１件、腐食・損傷が１件、不明、その他が３件となってい

る。

バルク供給に係る事故について
 事故件数は４件で2018年の５件から減少しており、近年３年（2016年～2018年）の平均（4.0件）と比べて

高い水準となった。

法令違反を伴う事故について
 法令違反を伴う事故は15件発生した。このうち３件で人的被害を伴う事故であった。
 主な法令違反の内容は、

－調整器交換時の作業ミス等供給設備の基準適合義務違反であるもの
－末端ガス栓と燃焼器の接続不良など消費設備の基準適合義務違反であるもの
－事故の報告、事故届の提出に遅延があったもの

（６）その他の切り口による事故の発生状況の特徴
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２．一酸化炭素（ＣＯ）中毒事故の状況
（１）ＣＯ中毒事故の推移

 ＣＯ中毒事故は、2009年に14件発生し、症者数88人は1986年以降で最大。

 2019年はCO中毒事故は発生しなかったが、ＣＯ中毒事故はひとたび発生すれば、多数の被害を伴う。

 直近では、2018年１月に死亡事故（B級事故）１件が発生した。

年 9

2009年は、
・１月鹿児島県高校でのＣＯ中毒事故（１８名）
・６月山口県ホテルでのＣＯ中毒事故（２２名）
・９月栃木県パン屋でのＣＯ中毒事故（１１名）
等の被害者多数の事故が発生



 人身被害の発生するガス事故は、以下の２つに大きく分類できる。
• ガスの漏えいに起因する爆発や火災による事故
• 機器が不完全燃焼を起こして発生するＣＯによる中毒事故
• このうち、ＣＯは無色無臭のため、その発生に気付くことが遅れると被害が重篤化しやすい。

 住宅等に比べ、業務用厨房（パン屋、ラーメン屋等）等において、換気忘れや燃焼機器の整備不良など
を主たる要因とするＣＯ中毒事故が多発。LPガス（液石法）では2019年は０件だったが、2016年は9
件、2017は3件、2018年は6件発生。

 業務用厨房施設等でのＣＯ中毒事故は、従業員に加え、飲食客を含む多数の人間が被害を受けるお
それがあるため、重点的に対策を行う必要がある。

１．現状

２．業務用厨房施設等におけるＣＯ中毒事故の事故件数の推移

（２）業務用厨房施設等でのＣＯ中毒事故

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

LPガス（液石法） 8件 10件 8件 4件 3件 4件 9件 3件 6件 0件

LPガス（高圧法） 5件 4件 4件 2件 １件 3件 0件 1件 4件 3件

都市ガス 9件 8件 2件 1件 9件 5件 2件 4件 7件 6件

計 22件 22件 14件 7件 13件 12件 11件 8件 17件 9件
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（３）関係省庁等との連携による取組

11

食品工場及び業務用厨房施設等における一酸化炭素中毒事故の防止について（要請）
＜2020年8月下旬頃（予定）＞

○経済産業省から、次の団体あてに実施要請
全国LPガス協会、日本液化石油ガス協議会、全国LPガス保安共済事業団
高圧ガス保安協会、日本ガス協会、日本コミュニティーガス協会
日本百貨店協会、日本チェーンストア協会、日本スーパーマーケット協会、日本フランチャイズチェーン協会、
日本ショッピングセンター協会、新日本スーパーマーケット協会

○経済産業省から、次の関係省庁宛てに、関係機関・関係団体への注意喚起を要請
総務省 消防庁 予防課
厚生労働省（医薬・生活衛生局 生活衛生課、労働基準局 化学物質対策課）
農林水産省（食料産業局 食文化・市場開拓課外食産業室、食品製造課）
文部科学省（初等中等教育局 教育課程課、産業教育振興室、健康教育・食育課）
国土交通省 観光庁 観光産業課

（１）ガス消費設備使用中は、冷暖房機を使用する時期を含め、必ず換気（給排気）を実施すること。
（２）ガス消費設備の点検（使用開始時と使用終了時、１日１回以上の作動状況点検等）及び異常時の危険

防止措置を講じること。
（３）ガスの消費設備及び換気設備の使用に際して、取扱説明書を十分に読んだ上で適切に使用するとともに、ほこ

りや汚れの除去、フィルターの清掃等、換気不良やガスの不完全燃焼を防ぐための日常管理を実施すること。
（４）グリスフィルター、脱臭フィルター等の定期的な清掃又は交換を実施すること。
（５）万一の不完全燃焼に備えて業務用換気警報器の設置を検討すること。

内容：ガス消費設備の使用者と管理者への注意喚起

ー 2010～201９年度にも同様の注意喚起を関係省庁に要請 ー

◎食品工場及び業務用厨房施設等でのＣＯ中毒事故（都市ガス、高圧法含む）
2019年：９件（死者０名、症者15名）、2018年：17件（死者０名、症者49名）

※2019年6月末時点



（３）関係省庁等との連携による取組

建設工事等におけるガス管損傷事故の防止

 ガス事業者以外の者が行う建設工事等（道路関係工事、土木・建築関係工事、建築物解
体関係工事、上下水道関係工事等）に伴い、毎年ガス管を損傷するなどの事故が発生して
いる。

 2017年から2019年の３年間で計496件発生し、負傷者数は27名（液化石油ガスと都市
ガスの合計）。ガス事業者以外のものによるガス事故が毎年約２割以上の割合で発生

こうした状況を踏まえ、2020年２月28日、以下の関係省庁及び関係団体へ事故防止のため協
力要請を実施した。
・厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室
・厚生労働省医薬・生活衛生局水道課
・国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課
・国土交通省土地・建設産業局建設業課
・国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道事業課
・警察庁交通局交通規制課
・一般社団法人全国登録教習機関協会

同日付けで、 LPガス販売事業者に対しても全国LPガス協会、日本液化石油ガス協議会、全
国LPガス保安共済事業団を通じ、協力要請を行った。

建設工事等におけるガス管損傷事故の防止について
「https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2018/03/300302.html」 12

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2018/03/300302.html


（３）関係省庁等との連携による取組

住宅塗装工事等におけるガス機器の給気・排気部の閉塞によるＣＯ中毒事故の防止

 ガス機器の給気・排気部を閉塞したまま機器を使用した場合、機器の着火・爆発や異常燃焼
による機器の破損のほか、酸素不足による酸欠や不完全燃焼によるＣＯ中毒の発生のおそれ
があり、消費者が死亡する事例も発生している。

 住宅塗装工事におけるガス機器の給気・排気部の閉塞によるガス事故
2015年から2019年の５年間：計83件発生（液化石油ガスと都市ガスの合計）

こうした状況を踏まえ、2020年２月28日、国土交通省土地・建設産業局市場整備課長宛て、
塗装工事業者の業界に対し以下の要請を行うよう協力を依頼。
 養生を行う場合は、ガス機器の給気部及び排気部を塞がないこと。
 やむを得ずガス機器の給気・排気部をビニールシート等で塞ぐ場合には、当該ビニールシート等
を取り除くまでは絶対にガス機器を使用しないよう、住人への周知を徹底すること。

 工事終了後は、速やかに養生のためのビニールシート等を外すこと。

同日付けで、全国LPガス協会、日本液化石油ガス協議会、全国LPガス保安共済事業団、日
本ガス協会、日本コミュニティーガス協会に対して、ガス事業者を通じた一般消費者への周知を依
頼。

住宅塗装工事等におけるガス機器の給気・排気部の閉塞による一酸化炭素中毒事故の防止について
「https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/oshirase/2020/03/20200309-03.html」
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福島県郡山市で発生したLPガス事故について（続報）

令和2年7月、福島県郡山市
で発生したガス事故について、
原因の究明が進んでいます。

それに関して、令和２年12
月、経済産業省から全国LP
ガス協会宛に、注意喚起文を
発出しました。

業務用施設の厨房について、
令和3年3月末までに、状況
確認と改善の指導を実施する
こととなっています。
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福島県郡山市で発生したLPガス事故について（続報）

対策（要請文の内容含む）



「液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」
について

１４

出典：
関東液化石油ガス協議会「第31回業務主任者・管理者研修会」
http://www.kan-eki.jp/news02_20201202.html

経済産業省「第13回 産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 液化石油ガス
小委員会」
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/ekika_sekiyu/013.html



「2020年度液化石油ガス販売事業者等保安対策指針」の構成

 販売事業者及び保安機関に対応を要請し、LPガス使用時の保安の維持・確保を
図る。

 前年度の取組をフォローアップし、次年度の指針に反映。

「保安対策指針」の位置付け

第１ 保安対策指針の位置付け

（１）事故の発生状況
 2019年の事故件数は198件で前年から13件減少、死亡

事故は発生せず。
 負傷者数は31人で前年から15人減少し、液石法が公布

された1967年以降最も少ない数
 ＣＯ中毒事故は依然発生

（２）法令遵守の状況
2019年は法令違反を伴う事故は15件発生。

2021年の目標
《死亡者ゼロ、負傷者２５人未満》

目標達成のための取組
 古いガス器具の交換を促し、安全な消費機器の普及促進
 期限管理を徹底し、期限内に確実に交換
 ＣＯ中毒事故の撲滅を目指し、換気・メンテナンスの周知
を徹底し、警報器の設置を促進

 法令遵守の徹底を図り、チェックシートを活用することにより、
自主保安活動を積極的に推進

第２ 保安対策の要請４項目

１．法令遵守の徹底
 経営者の保安確保へのコミットメント等
 販売事業者等の義務の再認識
 保安教育の確実な実施
 販売所・営業所単位での保安確保
 事業譲渡時等の保安業務の確実な実施
 バルク貯槽等の20年検査に向けた体制整備

２．組織内のリスク管理の徹底及び自主保安活動の推進
 組織内のリスク管理の徹底
 集中監視システム導入等による自主保安活動の推進

３．事故防止対策
 ＣＯ中毒事故の防止対策
 一般消費者等起因事故の防止対策
 LPガス販売事業者等起因事故の防止対策
 質量販売に係る事故の防止対策、積雪・除雪ミス事故の防止対
策

４．自然災害対策
 LPガス災害対策マニュアルに基づいた保安確保の着実な実施
など

重点事故防止
対策３項目
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